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本日、鳥取県方面のウラン残土レンガ計画が合意されたことに対し、

持ち込み拒否を表明している岐阜県内の3市民団体の声明

埋めてはいけない！核のゴミ・実行委員会みずなみ  代表　市川千年

　　　　　　　　核のゴミから土岐市を守る会　　代表　永井新介

放射能のゴミはいらない！市民ネット・岐阜　　代表　兼松秀代

　ウラン残土は受け入れ先がなく18年間争ったもので、撤去と管理は原子力機構の責務である。

  このウラン残土は原子力機構自ら0.3μSV/h（2.6msv/年）を基準として「（ウラン）鉱帯部分」と称して他の残土と区別して隔離したものであり、このウラン残土は撤去して、原子力機構が自らの責務として管理すべきものである。

　ところが、この「（ウラン）鉱帯部分」をレンガに変えて拡散させる事業が、本日の合意で動き出す。重ねて「（ウラン）鉱帯部分」は撤去して、原子力機構が管理すべきものであることを強調する。

　

それにも関わらず、原子力機構を監督する立場にある文部科学大臣が、あろう事か率先してレンガに姿を変え、ウラン残土を原子力機構の10の各施設持ち込むことを主導した。これはウラン残土の撤去とは到底認められず、レンガに姿を変えたウラン残土の拡散である。

　原子力機構は鳥取県の合意を得て、事業として進めようとしている。計画を主導した文部科学大臣の姑息な発想と、自らの管理責任を全うしようとしない原子力機構の無責任な姿勢に強い憤りを覚える。

　ウラン残土レンガ１つ１つの放射線の値は法律の範囲内であるかも知れないが、ウラン残土であることに変わりはない。レンガに加工することによりウラン残土であることを隠して原子力機構の施設に拡散させるゴマカシに過ぎ、何の解決にもならない。

  解決にならないどころか、文部科学大臣や原子力機構への不信感を増幅させる結果になる。

　私たちは、ウラン残土レンガの岐阜県内原子力機構施設や用地への搬入を拒否するために、各方面に働きかける。

　加えて市民団体が2006年5月18日、原子力機構の東濃地科学センターにウラン残土レンガ持ち込み拒否の申し入れに行き原子力機構と話した。そのとき原子力機構はあくまで構想であり、実施できると決まったものではないとの回答を繰り返した。

　しかし、この5月18日には、本日（5月20日）文部科学大臣が鳥取県を訪れ、合意にする事は決まっていたはずである。国会会期中に大臣が鳥取県に来ることは、以前から決まっていたことであり、大臣のスケジュールに合わせて、鳥取県三朝町議会のレンガ工場用地視察が5月18日に行われた。

　私たちはこうしたスケジュールを承知しながら、平然と「構想段階です、決まっているわけではありません」と、顔色も変えずにこともなげに市民団体に対応した、原子力機構東濃地科学センターの職員の対応にさらなる怒りを覚える。
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